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Ⅰ．専門医制度の理念と設計
１．専門医像と専門医制度
２．専門医制度の概要
３．日本専門医機構の組織
４．専門医制度整備指針について

Ⅱ．専門医育成
１．専門医制度の意義と整備指針
２．専門研修カリキュラム
３．専門研修プログラム

Ⅲ．専門医の認定と更新
１．専門医の認定
２．専門医の更新

Ⅳ．専門研修プログラムの評価と認定(更新を含む)
１．専門研修プログラムの申請と認定
２．専門研修プログラムの更新
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Ⅰ．１．専門医像と専門医制度

 専門医制度確立の基本理念

1) 専門医の質を担保出来る制度

2) 患者さんに信頼され、受診の良い指標になる制度

3) 専門医が公の資格として国民に広く認知される制度

4) 医師が、プロフェッショナルとしての誇りと患者への
責任を基盤として、自律的に運営する制度

【参考】 専門医とは ＜旧機構整備指針から抜粋＞

 「神の手を持つ医師」や「スーパードクター」を意味するので
はない。

 それぞれの診療領域における適切な教育を受けて十分な
知識・経験を持ち、患者さんから信頼され標準的な医療を
提供出来る医師と定義される。
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Ⅱ．１．専門医制度の意義と整備指針

医師に研修カリキュラムを提示し、具体的な研修プロ
グラムを提供することが求められている。

 これからの専門医の育成は、「研修プログラムを基盤
として研修を行うこと」を基本とする。

専門医育成の理念は、医師が基本領域およびサブス
ペシャルティ領域に関する標準的な能力を修得し、
「社会から信頼される標準的な医療を提供できる」専
門医となることである。
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Ⅱ．２．専門研修カリキュラム
① 理念・目的

② 到達目標(修得すべき知識・技能・態度など)
専門知識、専門技能、学問的姿勢、倫理性・社会性など

③ 経験目標

疾患・病態、診察・検査等、手術・処置等、地域医療、 学術
活動

④ 研修方略
i. 専門研修プログラムでの研修

ii. 臨床現場での学習(On the Job Training)

iii. 臨床現場を離れた学習(Off the Job Training)

iv. 自己学習

⑤ 研修評価
i. 形成的評価

ii. 総括的評価
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Ⅱ．３．専門研修プログラム

① 専門研修プログラム制とは

② 専門研修プログラム整備基準

③ 専門研修プログラムの構成要素(認定基準)

④ 専門研修施設の認定基準

⑤ 専門研修プログラムの継続的改良

⑥ 専攻医の採用と修了について
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Ⅱ．３．専門研修プログラム

① 専門研修プログラム制とは

② 専門研修プログラム整備基準

③ 専門研修プログラムの構成要素(認定基準)

④ 専門研修施設の認定基準

⑤ 専門研修プログラムの継続的改良

⑥ 専攻医の採用と修了について
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Ⅱ．３．①専門研修プログラム制とは

 各診療領域の専門研修カリキュラムのもとで目標を計
画的に達成するために、専門研修基幹施設が中核とな
り複数の専門研修連携施設とともに専門研修施設群を
形成する（基幹施設単独で専門研修プログラム要件を
満たす場合もある）。

 専門研修施設群は、専門研修プログラムを作成し、そ
れに基づいて、専攻医の専門医資格取得までの全過程
を人的および物的に支援する。

 この仕組みが、専門研修プログラム制である。

 専門研修プログラムならびに専門研修施設群は、各基
本領域・サブスペシャルティ領域研修委員会の評価を
受け、日本専門医機構の認定を受けなければならない。
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Ⅱ．３．②専門研修プログラム整備基準

各領域研修委員会での専門研修プログラム整備基準の提示

次のような構成を基本として、備えるべき事項を具体的に明
示しなければならない。

 各専門医の使命と専門研修後の成果（Outcome）

 専門研修の目標と方法

 専門研修評価の方法

 専門研修管理と指導体制

 専門研修の人的・物的資源

 専門研修プログラム自体に関する評価

 専門研修プログラムの管理運営

 専門研修プログラムの継続的改良
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整備基準 医学教育分野別評
価基準日本版

各専門医の使命と専門研修後の成果
（Outcome）

1. 使命と教育成果

専門研修の目標と方法 2. 教育プログラム

専門研修評価の方法 3. 学生評価

専門研修管理と指導体制 5. 教員

専門研修の人的・物的資源 6. 教育資源

専門研修プログラム自体に関する評価 7. プログラム評価

専門研修プログラムの管理運営 8. 管理運営

専門研修プログラムの継続的改良 9. 継続的改良

専門研修プログラム整備基準と
医学教育分野別評価基準の領域との類似性



Ⅱ．３．②専門研修プログラム整備基準

各領域研修委員会での専門研修プログラム整備基準の提示

基準には、次のことも含まなければならない。

 各診療領域専門研修プログラム統括責任者、専門研修指導医
の要件

 専門研修施設群の構成要件

 専門研修施設群の地理的範囲

 専攻医受入数についての基本的な考え方

 地域医療・地域連携経験、研究経験(主に臨床研究が考えられ
るが、大学院等での一部期間の研究も可能）に関すること

 基盤領域からサブスペシャルティ領域へと連続的な育成過程を
示し、各専門研修過程で修得すべき事項を明確に設定すること

 専門研修の休止・中断、専門研修プログラムの移動、専門研修
プログラム外での研修の条件、出産・育児休業・留学・住所変更
などの場合における扱いを明示すること
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Ⅱ．３．②専門研修プログラム整備基準

各診療領域の専門研修プログラム整備基準は、
各領域研修委員会において策定し、専門研修
プログラム研修施設評価・認定部門の認定を
受ける。
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Ⅱ．３．③専門研修プログラムの構成要素(認定基準)

ⅰ．専門研修基幹施設、専門研修連携施設

 専門研修プログラムを形成するひとつの研修施設群には、専門研
修基幹施設(原則として1施設)と専門研修連携施設（研修の指導

管理体制に支障がない限りにおいて施設数は限定せず、大学院
等も含んでよい）を置く

 各専門研修施設は各領域研修委員会で定められた施設基準、指
導体制等を備える

 各専門研修施設には、研修の質を保証する上で必要な各領域研
修委員会で定められた専門研修指導医を置く

 専門研修基幹施設は専門研修プログラムを管理し、当該プログラ
ムに参加する専攻医および専門研修連携施設を統括する

 専門研修基幹施設が中心となり、各専門研修施設が研修のどの
領域を担当するかをプログラムに明示する

 専門研修基幹施設は研修環境を整備する責任を負う

 専門研修連携施設は専門研修基幹施設が定めた専門研修プロ
グラムに協力して専攻医に専門研修を提供する
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Ⅱ．３．③専門研修プログラムの構成要素(認定基準)

ⅱ ．専門研修指導医

 専門研修指導医とは、当該領域における十分な診療経験を有し、
教育・指導能力を有する医師である

ⅲ ．専門研修プログラム管理・評価体制

 専門研修基幹施設に専門研修プログラムと専攻医を統括的に管
理する診療領域ごとの専門研修プログラム管理委員会を置く

 専門研修基幹施設のプログラムごとに、各診療領域専門研修プ
ログラム統括責任者を置く

ⅳ ．専門研修実績記録システムの整備

ⅴ ．マニュアル、フォーマット等の整備

• 専攻医研修マニュアル（専攻医用、評価システムを含む）

• 指導者用マニュアル

• 専攻医研修実績記録フォーマット

• 指導医による指導とフィードバック記録

• 指導者研修計画（FD : Faculty Development）と実施記録
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Ⅳ．１．専門研修プログラムの申請と認定

① 新規申請のための必要項目

i. 専門研修プログラム申請書（書式は日本専門医機構に
よる）

ii. 専門研修プログラム（各研修委員会が書式作成）

② 認定の流れ

i. 新規申請書提出

ii. 各領域研修委員会による評価

iii. 専門研修プログラム研修施設評価・認定部門での審査

iv. 評価・認定部門による認定

v. 専門研修プログラム認定証授与（5 年後更新）
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Ⅳ．２．専門研修プログラムの更新

① 更新のための必要項目
i. 更新申請書

ii. 年度報告書

iii. 中間での専門研修プログラム自己評価（2 年次終了後）

iv. サイトビジット調査（4 年次）

ア．更新前2 年以内に調査を受ける

イ．各領域研修委員会がサーベイヤーを派遣する

ウ．専門研修基幹施設の訪問調査

エ．専門研修プログラム実行の現地調査概要

オ．調査結果は各領域研修委員会から各専門研修プロ
グラム統括責任者に報告される

v. 専門研修プログラム更新申請

○更新申請書、○年度報告書、○各中間自己評価

○サイトビジット調査結果、○更新専門研修プログラム
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日本専門医機構における作業行程（予定）

2015年度
基準となる専門研修プログラムの認定：→4月9日認定済

各病院群から専門研修プログラムを申請：審査・認定

2016年度以降
専門研修プログラム名(施設群)公布・周知
各専門領域での研修希望の専攻医登録
各専門研修プログラムが専攻医募集
専門研修プログラムに応募

2016年9月頃～ 専攻医採用試験と採用(統一期間)

2017年4月1日 専門研修プログラムによる研修スタート

2019年～2020年 サイトビジット開始



現行の泌尿器科専門医認定

2014年

2015年

2016年

2017年

2018年

2019年

2020年



日本専門医機構による泌尿器科専門医認定

2015年

2016年

2017年

2018年

2019年

2020年

2021年

採用試験と採用

認定の手順：機構で審議中

研修修了

研修開始



 日本専門医機構と専門医制度整備指針

 専門研修プログラム整備基準の概要（泌尿
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プログラム整備基準：泌尿器科領域



http://www.japan-senmon-i.jp/document/program/urology.pdf



専門研修プログラム整備基準記入フォーマット 項目目次 １／４

1 理念と使命
① 領域専門制度の理念
② 領域専門医の使命

2 専門研修の目標
① 専門研修後の成果（Outcome）
② 到達目標（修得すべき知識・技能・態度など）

i 専門知識
ii 専門技能（診察、検査、診断、処置、手術など）
iii 学問的姿勢
iv 医師としての倫理性、社会性など

③ 経験目標（種類、内容、経験数、要求レベル、学習法および評価法等）
i 経験すべき疾患・病態
ii 経験すべき診察・検査等
iii 経験すべき手術・処置等
iv 地域医療の経験（病診・病病連携、地域包括ケア、在宅医療など）
v 学術活動

3 専門研修の方法
① 臨床現場での学習
② 臨床現場を離れた学習（各専門医制度において学ぶべき事項）
③ 自己学習（学習すべき内容を明確にし、学習方法を提示）
④ 専門研修中の年度毎の知識・技能・態度の修練プロセス



4 専門研修の評価
① 形成的評価

１） フィードバックの方法とシステム
２） （指導医層の）フィードバック法の学習（FD)

② 総括的評価
１） 評価項目・基準と時期
２） 評価の責任者
３） 修了判定のプロセス
４） 多職種評価

5 専門研修施設とプログラムの認定基準
① 専門研修基幹施設の認定基準
② 専門研修連携施設の認定基準
③ 専門研修施設群の構成要件
④ 専門研修施設群の地理的範囲
⑤ 専攻医受入数についての基準 （診療実績、指導医数等による）
⑥ 地域医療・地域連携への対応
⑦ 地域において指導の質を落とさないための方法
⑧ 研究に関する考え方
⑨ 診療実績基準（基幹施設と連携施設） ［症例数・疾患・検査/処置・手術など］
⑩ Subspecialty領域との連続性について
⑪ 専門研修の休止・中断、プログラム移動、プログラム外研修の条件

専門研修プログラム整備基準記入フォーマット 項目目次 ２／４



6 専門研修プログラムを支える体制
① 専門研修プログラムの管理運営体制の基準
② 基幹施設の役割
③ 専門研修指導医の基準
④ プログラム管理委員会の役割と権限
⑤ プログラム統括責任者の基準、および役割と権限
⑥ 連携施設での委員会組織
⑦ 労働環境、労働安全、勤務条件

7 専門研修実績記録システム、マニュアル等の整備
① 研修実績および評価を記録し、蓄積するシステム
② 医師としての適性の評価
③ プログラム運用マニュアル・フォーマット等の整備

◉ 専攻医研修マニュアル
◉ 指導者マニュアル
◉ 専攻医研修実績記録フォーマット
◉ 指導医による指導とフィードバックの記録
◉ 指導者研修計画（FD）の実施記録

専門研修プログラム整備基準記入フォーマット 項目目次 ３／４



8 専門研修プログラムの評価と改善
① 専攻医による指導医および研修プログラムに対する評価
② 専攻医等からの評価（フィードバック）をシステム改善につなげるプロセス
③ 研修に対する監査（サイトビジット等）・調査への対応

9 専攻医の採用と修了
① 採用方法
② 修了要件

10 他に、自領域のプログラムにおいて必要なこと

専門研修プログラム整備基準記入フォーマット 項目目次 ４／４



基幹研修施設

連携施設

構成施設

地域医療にも配慮した
病院構成を

連携施設

連携施設

連携施設

十分な指導医数、図書館
設置、CPCなどの定期開催

十分な指導医数、図書館
設置、CPCなどの定期開催

 年間泌尿器科関連手術数：８０件以上
 十分な指導医数、図書館設置、CPCな
どの定期開催

 日本泌尿器科学会基幹教育施設
 泌尿器科領域研修委員会が認定
 施設実地調査(サイトビジット)
による評価（監査・調査）に対応

 学会基幹教育施設/関連教育施設
 泌尿器科領域研修委員会が認定
 基幹施設を補完する症例数、診療実
績を満たす施設

 地域連携の経験に必要な施設



地域医療研修

連携施設

指導医

専攻医

不在でも
研修可能

目的
 初期対応としての疾病の診断を行う
 予防医療の観点から地域住民の健康指
導を行う

 自立して責任をもって医師として行動
 地域医療の実状と求められている医療
について学ぶ

具体的には
 専門医が常勤している病院や診療所で、週
に1回泌尿器科診療

 泌尿器科専門医が不在の病院・診療所等で
週1回外来泌尿器科診療を行う。

 指導医不在病院で週に1回泌尿器科専門
医の指導を受けながら泌尿器科常勤医とし
て勤務



プログラム統括責任者、指導医、専攻医

統括責任者

指導医

専攻医

指導医

専攻医

専攻医2名に対して1名以上の指導医

研修委員会
を設置

指導医

専攻医

指導医

専攻医

指導医

専攻医

プログラム全体での最大受入人数：原則20名以内
算定法：プログラム施設群の平均専攻医受人数（過去3年間）ｘ1.5

研修プログラム管理委員会

施設Ａ 施設Ｂ 施設Ｃ

研修委員会
を設置

指導医

専攻医

 講演会やhands-on-seminarなどを開催
 テレカンファレンスやWebセミナーを開催



統括責任者

資格基準
 専門医の資格を持ち、専攻医研修施設において常勤
泌尿器科医師として10年以上診療経験を有する。

 泌尿器科領域の学位を取得していること。
 査読を有する泌尿器科領域の学術論文を筆頭著者あ
るいは責任著者として５件以上発表していること。

役割と権限
 研修プログラム統括責任者は専攻医の研修内容と修
得状況を評価し、その資質を証明する書面を発行す
る。

＊原則としてプログラム全体で20名以内の専攻医とす
るが、20名を超える専攻医をもつ場合、副プログラム責
任者を置くこと



指導医

資格基準
 日本泌尿器科学会専門医の資格*を持ち、十分な診
療経験を有しかつ教育指導能力を有する。

 専攻医研修施設において常勤泌尿器科医師として5
年以上泌尿器科の診療に従事していること。

 泌尿器科に関する学術論文、学術著書等または泌尿
器科学会を含む関連学術集会での発表が５件以上
あり、そのうち１件は筆頭著書あるいは筆頭演者とし
ての発表であること。

 泌尿器科学会あるいは日本専門医機構の泌尿器科
領域研修委員会が認める指導医講習会を5年間に1
回以上受講していること。

＊日本泌尿器科学会専門医の資格
本研修プログラムの指導医の要件を満たすものと
する。



専攻医
募集、採用方法

 HP（機構または領域）で公募、選抜すること
 時期をほぼ揃えること（全領域で時期を合わせる方向で調整）
 学科試験や面接の有無など

修了要件
 ・４つのコアコンピテンシー（泌尿器科専門知識 [シート1-1]、泌尿器科
専門技能[シート1-2] 、継続的な科学的探求心の涵養[シート1-3] 、
倫理観と医療のプロフェッショナリズム[シート1-4] ）について指導医の
評価がすべてaまたはbであること。

 一般的な手術：術者として 50例以上（シート2-3-１）
 専門的な手術：術者あるいは助手として 1領域10例以上を最低2領域
かつ合計30例以上(シート2-3-１）

 「経験すべき疾患・病態」 (シート2-1) のうちすべての「日常診療でよく
遭遇する疾患」を2例以上経験

 「経験すべき診察・検査等」(シート2-2)に定める全ての検査を2例以上
 講習などの受講や論文・学会発表： 40単位（下記１）～３）の合計）
1)専門医共通講習（最小５単位、最大１０単位、ただし必修３項目 {医療
安全、医療倫理、感染予防] の3単位を含む）

2)泌尿器科領域講習（総会での指定セッション受講など、最小２０単位、最
大３５単位）

3)学術行政・診療以外の活動実績（学会参加など、最大10単位）



専攻医の評価

Step1 指導医による形成的評価
・基礎知識・技能・コミュニケーションスキルなどの評価
（コアコンピーテンシー１～４、シート1-1～4を使用）
・経験症例・手術件数評価（シート2-1～3を使用）
・項目毎に専攻医に対してフィードバック（教育的指導）

Step3 各地域研修プログラム管理委員会による評価
・指導医から提出された評価報告用紙を基に協議、次年度研修指導に
反映

年2回（3月、９月）に行う

Step2 専攻医は上記評価を基に「研修目標達成度評価報告用紙」と「経験症
例数報告用紙」を臨床技能評価小委員会に提出
（Step1評価から1か月以内）

Step4 管理委員会による２つの報告用紙の総合的評価とプログラム統括責
任者による最終評価
・医師以外の多職種からの評価（コアコンピーテンシー４）も考慮する
・指導医のＣ評価（不可）が一つでもあれば研修終了とならない

研修最終年度（4年目）の4月に行う
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 日本専門医機構によるプログラム申請事前
説明会におけるＱ＆Ａ（2015年9月18日）

Ｑ１～Ｑ１２



Q1 プログラムの定員はどのように決めること
になるでしょうか？

• 定員を決める因子

– 症例数 必須な受持経験症例数や執刀経験手術数など

– 指導医数 指導医が受け持つ専攻医は１研修年次1名が基本

• 定員の決定

– 指導医数から算出される定員と症例数から算出される定員を

比較し、少ない方が定員となります

• 最終的に、領域と機構が協議して、領域主体で調整しま
す

• 領域研修委員会とPG部門で協議を行い、最終承認を行
います



Q2 専門研修プログラムの基準を満たす必須症例

がない場合、どのようにすればよいでしょうか？

A 1 連携施設となる

A 2基幹施設となるため他の基幹施設に相談することが

必要となります

• 他プログラムの基幹施設か連携施設に、プログラムをまた
いで自プログラムの連携施設となってもらいます

• その場合、症例数の按分は基幹施設の責任者同士で協議
することになります

• 指導医数もダブルカウントする訳にはいかないので同様に
指導医数の按分を協議する必要があります



Q3-1 地域医療の経験とは？
-2 地域医療経験の期間は決まっていますか？

（地域医療：地域に密接した医療 and/or 過疎地の医療）
1 A

• 施設群を組んだ研修プログラム管理委員会が、それぞれの地域
で必要な地域医療研修を組み立てます

– 例えば、「プライマリケアを経験し、より専門的医療を必要とする疾患をし

かるべき施設へトリアージすることを学ぶ」という目標をもつ領域の場合

– その研修が可能な施設と指導医を盛り込んだプログラムを作ります

– 指導医の在籍がなくとも、専門医が常勤し、テレビシステムなどで常にコ

ンサルトへの即応体制があることが望ましいと考えられます

• 基本領域の専門医制度においては、地域を実際に研修する機会
があることが重要です （専門医制度整備指針）

2 A
• 期間と内容については、それぞれの領域研修委員会の見識に委
ねるところです



Q4 大学と連携を組む施設についての考え方
はどのようなものでしょうか？

A 大学は都市型の基幹施設と考えられます

• 大学が地域の中核病院と連携してプログラムを
組むことは、専攻医に豊富で多彩な症例の経験
を提供することとなり、研修の質向上に有用であ
ると考えられます

• 地域中核病院での研修は地域完結型医療連携
を研修するためにも有効と考えられます



Q5
１．大学だけで研修プログラムを作成することは
可能ですか？

２．大学が、その位置する大都市の病院とだけで
施設群を構成することは可能ですか？

• 地域医療の研修カリキュラムが計画されておらず基本
的には認められません

• 大学と大病院連合だけの施設群は5-1Aと同様に不可

• 一般的には大学は多くの病院と施設群を構成すること
が多く、３次医療圏を越える施設も考えられます

• 特殊な事情がある場合にのみ、日本専門医機構でその
妥当性を検討します

5-1 A

5-2 A



Q6 地域中核病院を基幹施設とする研修プロ
グラムの組み方を教えてください

Q6-１ 大学を連携施設として含める必要はありますか？

A 必ずしも大学を入れる必要はありませんが、リサーチマインド

の涵養が整備指針でうたわれているので、大学あるいは研究に触
れる機会を提供できる施設が連携施設として入ることが望ましいと
考えられます

広く連携施設をもち、研修目標を満たす施設群を形成することが
重要です

Q6-2 都道府県を越えての連携は可能ですか？
A 可能です この場合も研修にとって必要であること、地域の医
療経験あるいは地域医療を維持するコンセプトを示してください



プログラムの定員数の考え方



Q7 ある地域中核病院が２つの大学の研修プロ
グラムに連携施設として入る場合の症例数
の按分および指導医数の按分の仕方は？

A 2つの基幹施設の研修プログラム統括責任者が協議し
て決めることになります

– １対１の按分や、２対１の按分など種々の場合がありえます
– 多くは症例（経験）数の按分が優先されると考えられます

– 指導医数は症例（経験）数の按分に準じた整数比（例えば
指導医が3名であれば2名対1名）で按分するようにして下さ
い。

– くれぐれも、２つのプログラムで症例数と指導医数を二重登
録しないようにご注意ください

– 各領域の研修委員会の責任でコントロールされ、サイトビ
ジットでの確認事項になります



２つの研修プログラムに連携施設として入る場合

基幹施設
連携施設
指導医数
修了要件となる疾患・手
術の症例数

③ A

⑤

②

②

③

150

現代医科大学

④

200

500

150

300

50

Q 地域中核病院(A)が基幹病院である２つの大学の連携施設になる場合の定員は？
A１．症例数：施設(A)の500を２等分して、和国医科大学のプログラムと現代医会大学のプロ
グラムにカウントする場合、それぞれ200+150+250=600（3年で1800）および300+150+250=700
（3年で2100）となる。必須経験症例数が専攻医当たり（期間3年）100ならば定員（期間3年）は
18および21である。プログラムで募集するのは単年の専攻医なので募集定員は6および7であ

る。
A２．指導医数：施設(A)の指導医3名を2対1に按分する場合の指導医数はそれぞれ5+2+2=9 
および4+1+2=7である。指導医当たり専攻医数を1年に1名とすると、募集定員はそれぞれ9お
よび7である。（指導医数の按分が1対2であれば、それぞれ8となる。） A３．２つの基準から定
員はそれぞれ6および7となる。

和国医科大学



Q8 多数の連携施設を含む研修プログラムの
定員はどのように考えるとよいでしょうか？

A
• 研修プログラムを構成する基幹施設と連携施設の指導医数と症例数
から基準によって算出します

• 定員は1人以上となります

• 多数定員は、主に大学基幹で連携施設の多い研修プログラムと考えら
れ、比較的先進的な医療の研修が特徴と考えられます

• 地方病院が基幹の研修プログラムでは指導医数の問題で定員が少な
い一方、十分な症例数を経験する可能性が高く、地域密着型の研修の
特徴を持つ可能性があります

• 研修プログラムの特徴を十分に把握した上で、全国の研修プログラム
の配置や定員改善を領域研修委員会が勧告することがあります



Question

複数のローテーション（コース）を含むプログラムの定員の決め方は？
Answer
１．図の例では３年間のプログラムを6施設のうちの３施設で組む。6施設全体での指導医数は25、症例
数は3200／年である。

２．必要経験症例数を100／3年とすると、定員（期間3年）は3200x1/100=32で、単年度の定員は10であ
る。 ３．指導医数からの単年度の定員は25

である。
４．指導医数と症例数の基準から算出される単年度の募集定員は10となる。

複数のローテーション＊を含むプログラム（施設をカテゴライズしない場合）

③ 指導医数

修了要件となる疾患・
手術の症例数

50

基幹施設（イ）
大空大学
⑧ 500

連携施設（ロ）

② 200

連携施設（ハ）

③ 300

連携施設（ニ）
③ 400

連携施設（ホ）

④ 800

連携施設（ヘ）

⑤ 1000

大空大学プログラム

• ＊ローテーション：個々の専
攻医が3年間で研修に回る
病院群

• 指導医当たりの専攻医数は
単年度に1名（全体で3名ま
で）と設定



Q9 ある基幹施設（イ）が他のプログラム（ロ）の

連携施設になる場合、定員はどのように考えたらよ
いですか？

A • プログラム（ロ）で不足する疾患や手術の共有が目的

と考えられます

– 基幹施設（イ）がプログラム（ロ）に分配することにより、プロ
グラム（ロ）の症例数が増加します

• 按分方法を２つのプログラム統括責任者間で協議し
て決定することは前の質問と同様です
– プログラム（ロ）では自前の症例数に基幹施設（イ）から分配
される症例数を加えて定員を算出します

– 指導医数もダブルカウントすることはできないため、 同様
に按分となります



例：ある基幹施設が他のプログラムの連携施設になる場合

基幹施設（イ）
大空大学
⑧

100

指導医数 修了要件
となる手術 の症例
数

③

50

連携施設（チ）
②
10

Question

他のプログラムの基幹施設が連携施設となるプログラムの定員の決め方は？
Answer
１．□プログラムでは専攻医が3年で経験できる症例数は最大で、施設（ト）で2年、施設（チ）で1年の場
合の50である。修了要件となる症例数を50とすると、5年間に2人が症例数の要件を満たすことがで

きる。すなわち毎年専攻医を採用することはできない。
２．△プログラムの基幹施設（イ）は□プログラムの連携施設として手術症例数100のうち20および指導
医8のうち2を□プログラムに割り振るとする。この場合、□プログラムの症例数は50/年であり150／
3年である。修了要件となる症例数を50とすると3年間の定員は150ｘ1／50＝3であり、単年度の定
員は1である。

３．連携施設（イ）を含めた□プログラムの指導医数は8であり定員は8である。症例数からの定員は1 
であり、募集定員は1となる。

連携施設（ロ）

連携施設（ハ）

基幹施設（ト）
④
20

20
→→→→→→

80
↓

連携施設（イ）

△プログラム

□プログラム

②

ここでは3年間
のプログラムで、
執刀が必須と な
っているある
手術を例に取る。



A-1 以下の問題については、領域研修委員会とPG部門が綿密に協議を行
い、共通認識を持って対処することが必要と考えています。

ⅰ.地域に十分な診療の需要があるにもかかわらず、その地域の医療 施設
に研修プログラムが形成されていないことは、研修資源を無駄に浪費し
ている点で問題があるので、配置につき協議します。

ⅱ.研修内容の公平性と地域医療の観点から、平均以上の指導医や診療実

績を持つ研修プログラムの専攻医がゼロとならないように協議します。

（例：都市から遠く、交通の利便性が悪いが十分な症例を研修できるプログラム）

ⅲ.研修プログラムの適正配置と専攻医数がゼロとならないよう、都道府県

行政、医師会、大学、病院協会等との協議が必要と考えています。

ⅳ. PG部門を含め、利害が絡む当事者だけの評価・認定では機構としての

説明責任を果たせないために、透明性を確保するために第3者による評

価の必要性があると考えています。

Q10 地域医療提供体制を今以上に悪化させない
ためには？



A-2 手続き
ⅰ.領域への説明会を開き、人的にも診療実績においても、比較的公
平な条件で専攻医が研修できるプログラム形成と全国配置につ
いて領域全体の理解を求めます

ⅱ.地域での説明会（行政、医師会、病院協会、大学）において、魅力
のある研修プログラム(選択可能な複数）の地域における自律的
形成を勧める

ⅲ.全国の基幹施設可能と考えられる施設に基幹施設希望有無のア
ンケートを行う

ⅳ.アンケートおよびプログラム申請状況から、全国のプログラム配
置とその専攻医募集数につき検証を行い、領域研修委員会と協
議してアンバランスの是正を協議します

Q10 地域医療提供体制を今以上に悪化させない
ためには？



A-2 手続き

ⅴ.募集研修プログラムの可能な経験症例数や手術数などを、専攻

医が十分に理解した上で応募できる、明瞭な公募内容とします

ⅵ. 2016年度、実際の応募者数が判明した際に、医療・人的資源の無
駄遣い（専攻医が0人）がないように、また医療・人的資源の面から

専攻医が可能な限り公平な研修を受けられるように、領域研修委
員会とPG部門が専攻医定員の不均衡につき協議します

ⅶ.第3者評価により制度の改善を計画します

Q10 地域医療提供体制を今以上に悪化させない
ためには？



Q11 基本領域専門研修とサブスペシャルティ専門研

修の連動をどう考えますか？

A-1 基本領域の研修プログラム期間はプログラム整備基準に
記載されている3-5年の期間です

A-2 基本領域専門研修からサブスペシャルティ専門研修に続く

研修の連続性は必要です

A-3 サブスペシャルティ専門研修への専攻医の登録は基本領

域専門研修終了後とします

A-4 サブスペシャルテイー専門研修における経験症例に関し

ては、基本領域研修委員会及びサブスペシャルティ研修委員
会が妥当と認めた基本領域研修期間の症例を実績として認め
ます



Q12 現在進められ、成案を得られつつある各領域専

門研修プログラムを柱とした新専門医制度について第
三者評価が必要ではないですか？

A-1 各基本領域専門研修プログラムが専門医制度在り方検討

委員会および専門医制度整備指針の趣旨に則った内容となって
いるかどうかの評価のため、第三者が加わった外部評価委員会
が形成され、その外部評価を日本専門医機構が公開することに
なると考えられます

A-2 第三者評価では領域別の研修プログラムと専攻医ならびに

指導医数につき、地域の分布状況を評価し、標準的で適切な専
門研修の評価のみならず、結果的に医師の役割分担の適正化、
医師偏在の改善、医療の効率化と質の向上に寄与することも期
待されます

A-3 第三者としては、有識経験者（社会科学系専門家、医療評

論家、医療専門職能団体など）が考えられます


